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1　はじめに
　日本においては，所得税や法人税をはじめ数多くの税目において申告納税制度が採
用されている。申告納税制度は納税者自ら税額を計算し納付する制度であり，課税当
局の処分によって税額を確定させる賦課課税制度に代えて，戦後間もない昭和22年
の税制改革において所得税等において導入されたことが契機とされている。
　この制度による方式では，納税者が自主的に課税標準，税額を計算しその計算した
ところに基づき納税申告書に記載し，この納税申告書を所轄税務署長に提出すること，
すなわち納税申告によりその納付すべき税額が確定する（国税通則法16条1項1号）。
その結果，納税者はその申告した税額の納付義務を負うことになる。そして，納税申
告により確定した税額等については，仮にその内容等に間違いがあったとしてもその
納税申告は原則として効力を有する。この場合納税者は所定の手続きにより間違った
箇所を是正することが求められるが，その是正方法としては，①その申告に係る税額
が過少である場合，納税者はその申告に係る税額等を修正する内容の申告（以下，「修
正申告」という。）をすることができ（国税通則法19条），②その申告に係る税額が
過大である場合，納税者はその申告に係る税額等を正しい額に変更すべきことを税務
署長に請求をする（以下，「更正の請求」という。）ことができることとされている（国
税通則法23条）。したがって，仮に納税申告した内容に間違いがあったとしてもこう
した是正手続がとられない限り，当初の確定した申告内容の効力が維持され，納税者
はその金額の税額の納付義務を有することになる。
　ところで，納税者が錯誤に陥って行った申告や第三者が納税者の了解を得ずに納税
者名義で行った申告など納税者の意思が反映されずに納税申告が行われる場合があ
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る。この場合，納税申告の効力をそのままの形で容認することは納税者にとって著し
く不利益が生じることから，その効力を認めるべきではないとの考えがある。こうし
た申告については，例えば，錯誤により申告を行った場合については，最高裁昭和
39年10月22日判決において「確定申告書の記載内容の過誤の是正については，その
錯誤が客観的に明白かつ重大であって，所得税法の定めた方法以外にその是正を許さ
ないならば，納税義務者の利益を著しく害すると認められる特段の事情がある場合で
なければ，法定の方法によらないで記載内容の錯誤を主張することは，許されないも
のといわなければならない。」旨判示され，この判決を踏まえて，納税申告の是正方
法によらない場合であっても「錯誤が客観的に明白かつ重大」であり，「特段の事情」
を有する場合においては民法95条の錯誤による無効（取消し）を認めるとの基本的
な考えに基づいて，納税者から錯誤主張のあった申告が無効か否かの判断がなされて
いる1）。また，第三者が納税者の了解を得ずに行った申告については，納税者本人が
申告書を提出して行うこととされているから（国税通則法第17条等），納税者以外の
者が，本人の承諾なく勝手に納税義務者の申告書を作成し，提出した場合には，その
納税申告は無効であると解されている2）。
　しかしながら，錯誤が客観的に明白かつ重大であって，特段の事情がある場合につ
いて，具体的にどのような例が該当するかについては明らかではなく，これまで錯誤
による無効の認定について納税者からの主張はほとんど認められておらず，極めて厳
格な適用がなされてきている。また，納税者以外の者による納税申告については，納
税申告は代理人による申告も許され（国税通則法124条），代理権限のある者からの
申告は有効となるが，親族からの申告など一見して代理権限を有しているか否か不明
な場合が数多く存する。これに関して，近年，納税者の親族から納税申告されたもの
で納税者から申告書提出にかかる個別の委任はないものの，包括的な代理権限が付
与されたと認定された事例3），事務管理に基づき提出されたと認定された事例におい
て4），当該申告が有効と判断された裁決や判決が見受けられる。しかしながら，これ
らの事例はいずれも納税者の申告意思が反映されておらず，こうした判断が妥当で
1 ）錯誤に関して民法95条ではこれまで，法律行為の要素に錯誤があったときには無効とする旨
規定していたが，2017年の民法改正により，その錯誤が法律行為の目的及び取引上の社会通念
に照らして重要なものであるときは取り消すことができる旨に改正された。以下本稿において錯
誤についての民法改正前の事例については旧民法の規定を適用していることを前提として取り扱
うこととする。
2 ）平成22年8月23日裁決。
3 ）令和元年6月17日裁決。
4 ）福岡地裁平成26年11月10日判決。事務管理とは法律上義務がないのに他人のためにその事務
を処理することをいい，こうした行為は本人の意思に反しない限り，本人と事務管理者との間に
委任に類似した債権関係が生じることとされている（民法697条以下）。
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あったかについて疑義がある。
　そこで，本稿では納税者に錯誤があった場合や第三者が行った納税申告について具
体的にどのような状況であれば無効とされるかについて，これまでに出された判決や
裁決等を分析し考察することとしたい。
2　納税申告の性質と効力
　日本では明治時代以降所得税等各種税制においては，課税当局の処分によって税額
等が確定する賦課課税制度を採用してきたが，戦後間もない昭和22年に，GHQの指
導に基づき納税者自らが税額等を計算し，納付する申告納税制度を採用した。申告納
税制度が採用された趣旨について，一般的に申告納税制度は，国民主権の原理に適合
するものとして，あるいは，租税の効率的徴収に要請に合致するものとして，従来の
賦課方式に代えて，とりわけ国税について導入されるに至ったとされ5），このことは，
民主性の確保と効率性にその意義を求めることができるとされている6）。戦前の賦課
課税制度においても課税当局は納税者から資料等を提出させ，納税者の実態を踏まえ
た上で課税当局が税額等を確定しており，その意味においては実質的にそれほどの違
いはないとも考えられるが，申告納税制度の下では，納税義務の確定をするのは第一
次的に納税者であり，一方で納税者がその義務を怠り過少又は無申告となった場合に
は加算税といった行政罰を課され，不正な行為を伴うような悪質な場合には刑事罰が
科されるといった責任を有することになる。
　申告納税制度における納税申告は私人の公法行為の一種であるとされており7），そ
の法的性格については，①申告内容である課税標準及び税額はすでに客観的な存在と
して定まっていることから，納税申告はこれらを確認し，課税当局にこうした観念を
通知するものに過ぎないとする通知行為説，②納税義務に際しては必要な事実認定と
法律の適用による人の判断という行動の中に納税者の意思が介在し，意思表示の要素
が見いだせるとする意思表示説，③申告行為の中に「意思表示」と「観念の通知」の
5 ）田中治「申告納税制度と租税行政手続き」租税法学会編『租税手続改革の方向（租税法研究第
22号）』有斐閣17頁（1994）。
6 ）このうち民主性について忠佐市「申告納税制度の発足」ファイナンス11巻8号78頁（1975）は「租
税の公平が現実の租税法によって設計されている限り，その租税法上の納税額が実現されて租税
の公平が期待できる。納税者の所得の実情は納税者が知っているはずで，他人が知りうる程度は
限られている。みずから知るところを，みずから実行する。事実をこえて要求されることはない
し，事実に反して免れることは許されない。そのことをみずからの責任において行動する。この
ことが租税の民主化の実態と考えられる。」旨記している。
7 ）金子宏『租税法（第23版）』弘文堂931頁（2019）。
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両要素が見いだされ，どちらか一方でなければならない性質のものではないとする複
合説がある。
　これらの考え方について，税制調査会では，「この申告の主要な内容をなすものは
課税標準と税額であるが，その課税標準と税額が租税法の規定により，すでに客観的
な存在として定まっている限り，納税者が申告するということは，これらの基礎とな
る要件事実を納税者が確認し，定められた方法で数額を確定してそれを政府に通知す
るにすぎない性質のものと考えられるから，これを一種の通知行為と解することが適
当であろう。」旨，「もとより，申告の性格をこのように解釈するとしても，そのこと
は，刑事的な側面等から申告を眺めた場合に，過少申告に租税回避の意思を認め，脱
税犯の構成要件としての詐偽その他不正の行為による租税回避の事実やほ脱の犯意を
認めることを妨げるものではない。」指摘していることに鑑みると8），現行法における
納税申告の性格については③の考え方が採用されているようである。これに関して，
例えば法人税において減価償却費の損金の算定として損金経理要件を課しているよう
に，課税標準の算定において納税者の選択を容認していることに鑑みれば，納税申告
に関して納税者の意思が反映されている場合も多く，③の考えが妥当と考える。
　納税申告が行われると，その申告によるところの税額が確定し，確定した税額等に
ついて納付の義務が生じる。ただし，意思無能力者が単独で納税申告を行う場合の
ように納税者の意思を全く欠いている申告は，申告の前提を欠き無効となることか
ら9），意思無能力者が納税申告を行う場合には正当な権限を有した代理人による申告
が必要とされる10）。
　納税申告は法律で定めた期限内に申告することが必要であり，期限内に行った申告
により1次的に納税義務が確定する。しかしながら，その申告が正しくなかった場合
には税務署長は調査に基づき税額等について更正を行い（国税通則法24条），また納
税者から申告がなかった場合には税務署長は調査に基づき税額等について決定を行う
ことにより（国税通則法25条），納税者から提出された申告内容を是正することとさ
れている。そして更正や決定がなされた場合，更正や決定による税額が確定し，納税
者に対して2次的に確定した税額についての納付義務が生じる。
　一方，納税者において当初提出した申告の内容が間違っていることが分かった場合
には，納税者により以下の対応を行うことができる。まず，当該申告の金額が本来の
8 ）税制調査会『国税通則法の制定に関する答申（税制調査会第二次答申）及びその説明』（昭和
36年7月）52頁。
9 ）大阪高裁平成18年6月23日判決。池本征男「申告納税制度の理念と仕組み」税大論叢32号46
頁（1998）。
10）首藤重幸「税法における申告等の法的性格」北野弘久編『日本税法体系3』学陽書房201頁（1980）。
なお，国税通則法124条では代理人を前提とした手続きを規定している。
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税額よりも少ない等の場合には，納税者はその金額を是正した内容の修正申告を行う
ことができ（国税通則法19条），修正申告を行った場合，これにより修正申告の内容
としての新たな税額が確定する。また，納税申告書に記載した内容が本来の税額より
多かった場合には，納税者は自己の判断で少ない税額の修正申告書を提出できるので
はなく，税務署長に税額の減額の処分を行う減額更正を求めるための更正の請求を行
うことができる（国税通則法23条1項）。更正の請求については修正申告と異なり，
更正の請求を行ったままでは税額は確定せず，その後に税務署長による減額更正が
あって初めて確定する。更正の請求が修正申告と異なる制度とされた理由は，納税者
の行為のより自動的に変更される建前をとるとすれば，実質的に申告期限を延長した
のと同様な効果を生ずることとなるが，税法が申告の準備に必要な期間を考慮して一
定の申告期限を設け，その期限内に適正な期限内申告書を提出すべきことを義務づけ，
納税者がその期間内に十分な検討をして後申告を行うことを期待する建前をとってい
る点を勘案すると，実質的な申告期限の延長をとることは適当でない等の考えによる
ものとされている11）。すなわち，納税者からの当初申告が過少であった場合には納税
者自身が修正申告することを奨励し，当初申告が過大であったときは納税者が更正の
請求を行い，税務当局の審査によりその事実関係が確認されれば請求の内容を認容す
る減額更正を行い，そうでなければ，更正をすべき理由のない旨の通知をすることに
なる（国税通則法23条4項）。なお，更正の請求は法定申告期限から5年以内に行わ
なければならないが，申告後に形成された一定の新たな事実関係に基づき当初の申告
内容が異なることとなった場合には，法定申告期限から5年経過後においてもその事
実が生じた日から所定の期間以内に更正の請求が行うことができる特例が認められて
いる（国税通則法23条2項）。
　以上のように，納税申告はいったん確定すれば税務署長からの更正や納税者からの
修正申告との手続きによりその税額等が変更されない限り，その効力は維持される。
しかしながら，納税申告が納税者の意思に基づかないで行われた場合には，民法上の
扱いと同様に上記の是正措置を行使するまでもなく，納税申告の効力を認めずに無効
とされるか否かについて問題とされるところである。以下，このうち錯誤に基づく申
告について検討する。
3　納税申告が錯誤により無効とされるか否かについて争われた事例の検討
　納税者が錯誤により納税申告を行った場合，民法95条（錯誤）の規定が適用され，
当該納税申告が無効となるのかについては，申告納税制度が導入された直後において，
11）志場喜徳郎他『国税通則法精解（平成28年改訂）』㈶大蔵財務協会345頁（2016）。
― 138 ―
納税申告の効力に関する一考察
①民法の錯誤の類推適用を認める肯定説と，②納税関係のような行政上の分野におい
てはその行為の効果は単に当事者間にとどまることなく一般に影響を及ぼすことから
民法の錯誤の適用を否定する否定説が対立していた12）。その後最高裁昭和39年10月22
日判決（以下，「本件判決」という。）がなされ，結論が示された。本件判決の概要は
以下のとおりである。
（1）事案の概要
　上告人Xは亡父から山林を相続し，その後売却したが，共同相続の制度を知らず，
旧民法当時の家督相続が適用されると考え，財産全部を相続したと誤認し，山林の立
木売却のすべての所得について所得税の確定申告を行った。その後，Xはこの確定申
告は自己に所得がないのに，所得があるものと誤解して申告したものであり，法律行
為の要素に錯誤があるから納税申告は無効であると主張し，差押処分の無効確認を求
めて訴を提起した。第1審判決（和歌山地裁昭和37年4月28日判決）及び第2審判決（大
阪高裁昭和38年1月22日判決）はいずれもXの主張を認めず棄却した。
（2）判旨（上告棄却）
　「ところで，そもそも所得税法が右のごとく，申告納税制度を採用し，確定申告書
記載事項の過誤の是正につき特別の規定を設けた所以は，所得税の課税標準等の決定
については最もその間の事情に通じている納税義務者自身の申告に基づくものとし，
その過誤の是正は法律が特に認めた場合に限る建前とすることが，租税債務を可及的
速かに確定せしむべき国家財政上の要請に応ずるものであり，納税義務者に対しても
過当な不利益を強いる虞れがないと認めたからにほかならない。従って確定申告書の
記載内容の過誤の是正については，その錯誤が客観的に明白且つ重大であって，前記
所得税法の定めた方法以外にその是正を許さないならば，納税義務者の利益を著しく
害すると認められる特段の事情がある場合でなければ，所論のように法定の方法によ
らないで記載内容の錯誤を主張することは，許されないものといわなければならな
い。」「（立木の売買代金全額についてXが受領している事実等を踏まえた上で）右の
ごとき事実関係の下においては，仮りに本件確定申告書の記載内容に上告人主張のご
とき過誤があったとしても，未だこれをもつて前叙のごとき法定の是正方法によらな
いがその無効を主張し得べき特段の事情のある場合に該当するものということはでき
ない。」
　本件判決において以上のように判示し，X主張の錯誤による無効を認めなかった。
12）肯定説として名古屋地裁昭和31年8月30日判決，盛岡地裁昭和33年12月9日判決等，否定説
として名古屋高裁昭和30年12月28日判決，京都地裁昭和37年12月26日判決等がある。
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　この判決では，申告納税制度の下において，課税標準等の決定については最もその
間の事情に通じている納税者自身の申告に基づくものとし，確定申告書記載事項の過
誤の是正につき特別の規定を設け，その過誤の是正は法律が特に認めた場合に限る建
前としていることから，原則として錯誤の適用を認めないとしつつ，その錯誤が客観
的に明白かつ重大であって，税法の定めた方法以外にその是正を許さないならば，納
税者の利益を著しく害すると認められる特段の事情がある場合に限り，例外的に錯誤
無効の主張を認めることを示している。そして，例外として無効の主張が認められる
のは，①錯誤が客観的に明白かつ重大であること，②特段の事情があることの2つの
要件に該当する場合に限るとしている。
　本件判決の調査官解説によれば，私人の公法行為に意思と表示の不一致がある場合
に錯誤の主張が許されるかどうかは，究極的には立法政策に属する問題であるから，
法律に特別な規定がないときは格別，行為者の過誤に対する救済が法律で特別に規定
されているときは，単に前叙の如き基準のみによって事を決することは早計であって，
よろしく当該救済手段の設けられている趣旨・目的を勘案した上でその成否及び限度
を決すべきであるとしている13）。この見解は基本的には更正の請求等の手続きでもっ
て是正することが原則で，ごく例外的に限られた場合においてのみ錯誤主張による無
効が認められることを示したものと解される。この判決に関しては税法研究者から多
数の評釈が出されているが，概ね判決内容について妥当とするものが多く見受けられ
る14）。
　本件判決が出されて以降，納税申告の錯誤無効の主張については，本件判決での錯
誤が客観的に明白かつ重大であり，特段の事情があることの判断基準に基づいて判断
されており，その結果，納税者からの錯誤の主張を認めず，納税申告の効力を有効と
する判示される事案がほとんどとなっている。
　納税申告が無効であるとされた事例としては，税務職員の誤った指導に基づいて間
違った申告を行ったことに対して，当該申告について錯誤主張が認められたものがほ
とんどであり15），これ以外には，①所有権移転登記抹消登記請求の事件で，納税申告
13）渡部吉隆「所得税確定申告書の記載内容について錯誤の主張は許されるか」法曹時報16巻12
号1958頁（1964）。
14）この判決について妥当である旨評価している評釈として，小早川光郎「更正の請求によらない
で納税申告の無効を主張することが許されるか」ジュリスト464号144頁以下（1970），荒秀「納
税申告の瑕疵」別冊ジュリスト61号86頁以下（1979），清水 敬次「所得税確定申告書の記載内
容の錯誤の主張」民商法雑誌. 52巻5号766頁以下（1965），川上宏二郎「所得税確定申告書の記
載内容について錯誤主張は許されるか」産業経済研究（久留米大学）6巻4号117頁以下（1966）
などがある。
15）錯誤主張が認められた事例として，①合併会社において，被合併会社の株主に対する利益の配
当として被合併会社の株主に交付する金銭は，法人の清算所得に含まれず，配当所得として株主
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の無効を直接主張したものではないが，交換契約に際して法人税法，所得税法におけ
る交換の特例適用を受け，双方に交換差金等以外の課税問題を生じないで交換を実現
できるという動機を相手方に表示しており，かつ，課税上の特例の適用が否定された
事実関係のもとで，多額の課税負担を免れないとすれば，本件交換の申込みをしなかっ
たとの事情があり，課税負担についてはこの交換の意思表示の内容の重要な部分，す
なわち，交換契約の要素になっていたとして，当該交換契約を無効とし，結果として
所得税，法人税の申告が無効とされた事例（東京地裁平成7年12月26日判決），②脱
税事件の捜査のために帳簿書類等が押収されたことから，「仮申告書」と題して提出
した書類について，法人税確定申告書としての要件が形式的に充足していても，申告
者に確定申告の意思がなく，税務署長においてもこれを知っていたか，過去により知
らなかつた場合には，民法93条ただし書（心裡留保）の規定の趣旨からみて，右申
告書に基づく申告は，確定申告としては無効であるとした事例（和歌山地裁昭和52
年7月11日判決）などが見受けられる程度である16）。
　このうち，①については，過去に協議離婚に伴い財産分与契約をした分与者におい
て，この財産分与が不動産の譲渡所得税の対象にならないものと誤解していたときは，
この動機の錯誤は，法律行為の要素の錯誤となるとして，当該財産分与契約を無効と
し，納税義務を否定した先例があり（最高裁平成元年9月14日判決），この判決と同
様な事例であることから，この判決結果を意識してなされたものと考えられる。しか
しながら，同様の事案において納税申告を有効とした事例も散見され17），課税の対象
の段階で所得税を課されるべきところ，国税局係官の強い申告指導により合併会社（代表者Ａ）
が，錯誤におちいり，当該金銭を清算所得として記載した法人税確定申告書を提出した事例（京
都地裁昭和45年4月1日判決），②税務係官が対価の認定を誤って修正申告書の下書きを作成し
てそれによる申告を強く指導したため，納税者がその誤りに気付くことなく，右下書きを信頼し
て錯誤におちいって修正申告を行った事例（東京地裁昭和56年4月27日判決）などが散見される。
16）なお，これ以外に，税務職員が調査終了後の修正申告のしょうように際して，その後納税者が
未だ全部が記載されていない本件修正申告書を持ち帰り，後に修正を加えて受付処理をしたもの
と認められ，納税者の意思に基づいて作成提出されたものとはいえないとして修正申告を無効と
した事例（大阪地裁平成13年3月8日判決）があるが，控訴審（大阪高裁平成15年8月29日判決）
において上記事実関係を否定する事実認定を行い，修正申告書はあくまで納税者の意思に基づい
て作成提出されたものであり，有効とされた。
17）例えば，税負担のないことが現物出資による出資引受をなすに当たっての重要な要素となって
いたから，譲渡所得の課税により巨額の課税負担が生じるのであれば，現物出資による出資引受
は要素の錯誤により無効であるとの納税者からの主張が認められなかった事例（大阪高裁平成8
年7月25日判決），証券投資信託の償還差益を雑所得として計上，申告した納税者が措置法8条
の5第1項3号に定める申告不要制度の適用があるにもかかわらず誤って確定申告をしたとして
錯誤を主張したが，重大な錯誤ではないとされた事例（大阪地裁平成22年10月21日判決）など
がある。
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等に係る錯誤による納税申告についてすべて無効とされるものではない。また，②に
ついては控訴審（大阪高裁昭和53年6月29日判決）において，「仮」との標記はされ
ているものの，法人税法施行規則に定められた法人税確定申告書の書式を用いて記載
事項が記載されており，納税者も無申告である場合の不利益等を考慮すると申告の意
思が認められると評価して当該「仮申告書」について申告の効力を有する旨判示し，
②の判決を排斥している。
　これ以外にこれまでに納税者から納税申告の錯誤により無効である旨の主張がなさ
れた事案として，例えば，税務職員から修正申告を強要されたことによる錯誤の主張
を行った事例が数多く散見されるが，いずれも認められておらず18），税務職員からの
働きかけの側面では前述の誤指導の場合とは同様ではあるが，結論としては区別して
いる。このように，本件判決での判断基準の具体的適用は極めて限定される結果となっ
ており，このような状況は一見して納税者の権利保護の視点からして逆行すると評価
され得る。
　しかしながら，課税当局や裁判所において本件判決の考え方を厳格に適用する理由
は，本件判決において判示されているように，国税通則法において立法措置として更
正の請求が認められており，まず，その制度を適用することを法は期待しており，逆
に申告納税制度の下において，こうした是正措置を適用せずに安易に錯誤無効（取消
し）を認めることは納税者間の公平を害し，租税法律関係が不安定となり，ひいては
申告納税制度の破壊につながることが懸念されることにあるとされている19）。このこ
とは，申告納税制度は税額の確定において納税者の自発的な行為を求めるとの形で納
税者の申告に係る権限を与えると同時に，その責任についても納税者に求めることと
した制度であるとの理念があること，租税法律主義の下において，法律に基づいた是
正措置以外の方法での納税申告を極力容認すべきではないこと，加えて本件判決に示
されているように，国家財政上の要請により租税法律関係を早期に確定することによ
り，安定した財政運用を行うことが必要であるからではないかと考える。
　ところで，錯誤等については納税者が納税申告をしたことの認識を有していること
から，錯誤に係る帰責事由について納税者の責任を重くすることにより，錯誤等の主
張を認めないとの考えは成り立ちえるが，納税者が全く知らない中での納税者名義で
なされた申告が効力を有するかについてはその状況に応じて判断する必要がある。こ
れについては以下，近年出された判決や裁決を題材に特に親族等が行った納税申告の
効力について考察することとしたい。
18）例えば，東京高裁平成5年7月22日判決，岡山地裁平成10年12月2日判決，大阪地裁平成11
年3月25日判決，静岡地裁浜松支部平成12年1月31日判決，平成13年7月9日裁決，平成15年2
月20日裁決などがある。
19）前掲注17の大阪高裁平成8年7月25日判決。
― 142 ―
納税申告の効力に関する一考察
4　本人以外の者による納税申告の効力が争われた事例の検討
　申告納税方式による国税の納税者は，国税に関する法律の定めるところにより，納
税申告書を法定申告期限までに税務署長に提出しなければならないこととされており
（国税通則法17条），納税申告は納税者本人が行うことが求められているが，正当な
権限を有する代理人による申告も認められている。代理人による申告を行うためには，
一般的に本人である納税者が代理人に対して代理権限を授与する必要があり，納税者
が代理人に対して納税申告に係る権限を付与した場合には代理人が本人に代わって，
納税申告を行うことが可能となる。
　この代理については民法109条以下で表見代理について，①本人が代理権を与えた
と表示したが，実際は代理権を与えていなかった場合（民法109条），②代理権の範
囲を超えて代理行為をした場合（民法110条），③代理権の消滅後代理行為をした場
合（民法112条）のそれぞれにおいて，無権代理人にあたかも代理権があるかのよう
な外観が存する場合には無権代理人を本当の代理人と誤信して取引を行った相手方を
保護するために，その無権代理人が行った行為を代理権のある行為として取り扱い，
本人にその効果を生じさせる制度が規定されている。
　問題とされるのは，民法109条以下の表見代理の規定が私人の公法行為とされる納
税申告に適用され，代理権限がないにも関わらず行われた納税申告を有効とするか否
かである。これについては，民法110条（権限外の行為の表見代理）の規定を否定す
る旨判示した事例が見受けられ，これに賛同する見解もあるが20），実際の事例におい
ては，表見代理であるとの表現を使用することは避けつつも，代理人等からの申告に
ついて無効とするもの及び有効とするものが見受けられる。以下，これらについて事
例を踏まえて検討することとしたい。
20）東京地裁昭和45年11月30日判決は，秘書が本人に無断で行った修正申告についての民法110
条と修正申告の効力について，「所得税確定申告は，租税債務の内容を具体的に確定させる納税
者たる私人の公法行為であって，税務官庁の処分を必要としないところであるから，法律行為そ
の他これに準ずる私法行為の代理に関し取引相手方保護のために設けられた民法110条（表見代
理）の表見代理の規定は，その適用がないものと解するのが相当である。」としつつ本人にその
追認した事実がないとして申告の効力を否定した。賛同する見解として，前掲注7金子932頁，
前掲注10首藤201頁等がある。なお，この判決は控訴審である東京高裁昭和47年2月9日判決に
おいて「本人の権利義務あるいは財産に重大な影響のある行為を，すべて本人に秘して行われる
ということ自体異常であるし，しかも秘書は長年同種の事務を反復代行していたのであるから，
本件申告及び納税のみが本人の関知しないものであるということも首肯できない」旨判示して取
り消されている。
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（1）本人以外の者による納税申告を無効とした事例
イ　福岡高裁宮崎支部平成12年6月13日判決
（イ）事案の概要
　納税者Ｘは長男であるＡらとともに数店舗の理容業を営み，自己の管理する店舗に
かかる所得税の申告を行ったが，Ａらとともに国税局職員からの税務調査を受け，そ
の結果国税局職員から多額の所得税の申告漏れがあるとして修正申告のしょうようが
なされた。Ｘは平素から糖尿病等の病気に悩まされて，国税局職員の質問も十分理解
することができない程度に体調が悪化しているなかで，国税局職員が修正申告書の提
出の説得に当たったが修正申告に応じることはなかった。その後，Ｘの隣にいたＡは
父親の健康状態もさることながら，年末を控えて今後も税務職員が来たのでは仕事に
も差し支えるし，税務調査が続いているのでは顧客の信用もなくなると考え，Ｘに代
わってＸの修正申告書（以下「本件修正申告書」という。）に署名，捺印することを
決意し，Ａ自身の修正申告書にも署名するとともに，予め税務署職員によって各欄の
金額が記入されていた本件修正申告書にＸ名義で署名，押印した上で提出した。なお，
国税局職員は本件修正申告書についてＸの同意に基づいたものである旨供述している。
　その後ＸはＡから本件修正申告書を提出したことを知らされ，驚愕したが，嘆願書
を出すことによって税額が軽減されると知らされ，嘆願書を提出したが本件修正申告
書の提出に納得がいかず，本件修正申告書の無効を理由に租税債務不存在の訴えを起
こした。
（ロ）争点
　ＡがＸの了解を得ることなく提出した本件修正申告が無効か否か。
　第一審の宮崎地裁平成10年5月25日判決では要旨「修正申告を拒否していたＸが，
明確な根拠も示されることなくその意思を翻し，修正申告に応じるに至ったとは考え
にくく，このことは，修正申告におけるＸの署名捺印がＸ自身でなく長男Ａによって
なされていることから原告の意思に基づかない無効のものである。」旨判示し，Xの
主張を認容した。これに対して国側は控訴した。
（ハ）判旨（概要）（控訴棄却）
　本件修正申告書は，税務署においてＸとその息子ら，税理士が同席して調査担当官
から調査内容及び結果の説明を受け，調査担当官から修正申告書提出のしょうようを
受けてＸの長男が署名押印して作成提出されたものであるが，Ｘに修正申告の意思が
あったか，修正申告書の作成を長男に依頼する意思があったかどうかについては，Ｘ
は，長時間にわたる修正申告のしょうようを受けながらこれを拒否し，持ち帰って考
えさせて貰いたいと述べていたこと，客観的にみても，修正申告に応じるかどうかを
決めるには経費について検討する余地が十分あること，Ｘの健康状態が思わしくな
かったこと，長男には，調査担当官が何回になるか分からないが説明に行くと述べた
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ことが心理的に大きく堪えたこと等を勘案すると，長男が自己の修正申告をするに当
たって，Ｘの修正申告書にもＸに代わって署名し，自己の印鑑を使用して押印したも
ので，その署名，押印についてＸの同意を得ていなかった可能性が高く，同席してい
た税理士らが何もいわなかったのは，長男がすることであるから黙っていた可能性も
十分考えられるから，そのことがＸが修正申告を承諾したとか，長男が署名，押印す
ることに承諾を与えたことを証するものではなく，本件修正申告は，Ｘの真意に基づ
くものとは認められない。
（ニ）判決の評価
　本事案は納税者の税務調査における課税当局からの修正申告のしょうようを受け
て，納税者ではなくその親族が納税者が修正申告に応じないことの不利益を考慮して，
本人の署名を行って提出した申告書の効力が争われた事例である。所得税の調査にお
いては特に家族経営の場合，本人に代わって他の家族が代行して修正申告の提出を行
うことは見受けられるところであり21），通常の場合であれば納税者が積極的に承諾せ
ずとも，黙認する形で経理事務を担当する家族が代理で修正申告の提出等を行う場合
が多いと考えられる。本件についても，Ｘはいったん修正申告の提出に反対の意向を
示したが，嘆願書を提出する等あたかも修正申告の提出を容認したとも考えられる行
為をしており，その効力が問題とされたが，判決ではＸの申告への意思を有するかに
ついての事実関係をつぶさに検証し，修正申告はＸの真意に基づくものとは認められ
ないとして，その効力を一部否認している。
　このことは課税当局として，本件修正申告書が家族経営を行っている中で家族の一
員から出されたものであり，本人名義の署名押印がなされていることから，厳密に本
人の意向を確認しなかったところに問題があったと考えられる。修正申告のしょうよ
うに当たっては納税者本人の意思と申告の代理についての事実関係を的確に把握し，
その結果，修正申告の意思がないと判断されれば，更正処分への切り替えを行うといっ
た基本的な対応を行うことについて再認識される事案である。
ロ　横浜地裁平成18年6月28日判決
（イ）事案の概要
　不動産を所有し，自己の所有する会社Ａに当該不動産を貸し付けていることから不
動産所得を得ているはずの甲は，当該不動産の管理をすべてＡの経理担当職員である
Ｂに任せていたことから，甲は当該所得の発生についての認識はなく，そのことを利
用してＢは当該所得金額を着服していた。その後，Ａの税務調査により当該不動産所
得に係る所得税の課税がなされていないことが判明し，Ｂは横領着服した所得につい
21）品川芳宣「長男が代行した修正申告の効力」TKC税研情報2001年10月号23頁（2001）。
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て甲に発覚することを恐れ，当該所得に係る申告を甲の了解を得ることなく，税理士
Ｃに依頼し，Ｃは申告書を作成の上所轄税務署に提出した（以下，提出された申告を「本
件申告」という。）。なお，甲はその後死亡しその地位は相続人であるＸらが引き継ぎ，
当該不動産所得に係る所得の申告を税理士Ｄに依頼している。本件はＸらが本件申告
についてはＢが無断で申告し，無権限であることから無効であり，所得税の納税義務
等が不存在であることの確認及び既納付の税額相当額の返還を求めた事案である。
（ロ）争点
　本件申告が，代理権限のない者ないし無権限者によりされたものかどうか。
　Ｘらが，本件申告を追認したかどうか。（省略）
（ハ）判旨（概要）（請求一部認容）
　本件申告は，（1）Ｘらは，Ｃ税理士宛ての委任状を作成しておらず，かえって，Ｘは，
亡甲に係る相続税の申告をＣ税理士でなく，Ｄ税理士に依頼することとしているし，
その所得税の申告についてもＤ税理士宛ての本件委任状を作成していること，（2）本
件申告書の氏名欄の亡甲及びＸの署名は，同人らの筆跡とは異なっており，その名下
の印影はＢが押捺した可能性を否定できないこと，（3）本件申告書の作成，その内容
等には，ずさんで，不可解な点が存すること等の点が指摘できる。これらの各事情と
ともに，Ａの会計処理において，亡甲及びＸに対する地代の支払が計上されていたこ
とから，本件税務調査において亡甲及びＸの不動産所得を申告するように指摘され，
これを受けて本件申告がされたこと，実際には上記地代の支払はされていないことを
総合して考えると，本件申告については，ＸらがこれをＣ税理士に委任したとは認め
られず，むしろ，Ｂにおいて，Ｘらに不動産所得の発生を説明できないことから，そ
の了解を得ないまま，Ｃ税理士に頼んで本件申告をしたものと認めるのが相当であり，
したがって，Ｃ税理士名義でされた本件申告は，無権限者がしたものであり，無効
である。（ただし，無効な確定申告に基づく納付の日から5年間を経過した平成15年
9月25日になって，その返還を求める本件訴訟を提起しているから，当該還付請求権
は既に時効により消滅していると認められるとして返還請求は認めなかった。また，
この判決の控訴審（東京高裁平成19年6月20日判決）において，亡甲の相続税の申
告に際して債務の明細書に当該所得税額の記載があり，このことは相続人であるＸが
所得税額を了知していたことを示している等の事実認定の下にＸが本件申告について
了解していたと推認し，本件申告の効力を認め，上記判決を取り消す旨判示している。）
（ニ）判決の評価
　本事例は，亡甲及びＸの本件申告の意思について，確実な証拠がないことから第一
審及び控訴審において，種々の間接事実に基づき本件申告の意思の有無を認定してい
る。一般的に納税申告に際して納税者の申告意思の有無を認定するについては，直接
これらを証する事実を把握することは困難で，本判決においても，①本件申告書を記
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載した税理士に対する委任状はなく他の税理士に委任していること，②本件申告書の
筆跡が亡甲及びＸのものとは異なっていること，③本件申告書の作成，内容がずさん
なこと，④実際に地代が亡甲及びＸに支払われていないこと等の間接事実でもって，
亡甲及びＸの意思とはかかわりなく提出されたものと認定した。ただし，控訴審では，
Ｘが所得税額を了知していたことを示している新たに出された間接事実をもとに，Ｘ
について申告の意思を有していたと推認している。
　納税申告の性格について，前述のように申告行為の中に「意思表示」と「観念の通知」
の両要素が見いだされといった複合的な性格を有するとの考えを前提とするのであれ
ば，本件申告は不動産所得の税額に係るもので，仮に納税者の申告意思がなくても所
得の帰属は亡甲及びＸに帰することになることから，「観念の通知」としての要素が
強く，その効力を認めたとしても亡甲及びＸに不利益になるようなことは考えにくい。
また，本件では亡甲及びＸが現実に収入金額を享受していなくても，Ｂに対する損害
賠償請求権を有しており，Ｂが無資力で損害賠償請求権の行使ができず，実質的所得
を得ていない等の状況がない限り亡甲及びＸの意思を有した申告として推定し，本件
申告書は有効と判断すべきではないかと考える。
（2）本人以外の者による納税申告を有効とした事例
イ　令和元年6月17日裁決
（イ）事案の概要
　審査請求人E1は，夫であるE2の父親であったE3と養子縁組をしており，E3の死
亡に伴い相続税の申告をしたところ，所轄税務署長である原処分庁から，過去に相続
時精算課税の選択をした贈与税の申告をしているため，選択をした年分以降の被相続
人E3からの贈与分は相続税の課税価格に加算すべきであるとして更正処分等を受け
た。
　相続時精算課税に係る申告書（以下「本件精算課税申告書」という。）は，E3が
E1に建物を贈与したことによりなされたものであるが，E1が本件建物の贈与に係る
暦年課税申告書（以下「暦年課税申告書」という。）の提出直後に提出されており，
E1は，本件精算課税申告書はE3がE1の承諾なく勝手に作成し提出したものである
と主張し，相続時精算課税の選択をした贈与税の申告は無効であるとして更正処分の
全部の取消しを求めて審査請求を行った。
　なお，具体的な事実関係は以下のとおりである。
・ E1はE3から本件建物の贈与を受けたところ，E1は，本件建物贈与に係る登記手
続には関与しておらず，必要な書類の準備等を含めE3が当該手続を行った。
・ E1及びE3は，Ｌ農協へ赴き，相談の上，本件暦年課税申告書を作成した。その際，
必要な書類の提示など，相手方との対応はE3が行い，本件暦年課税申告書の署名
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押印はE1が自ら行った。
・ 本件精算課税申告書は，本件暦年課税申告書に記載された税額の計算誤りをきっか
けとして提出されたものであるが，E3がＭ税務署に赴き，相談の上，E3がE1の
名義で署名押印をして，作成し提出されたものである。
・ 本件精算課税申告書の提出に伴い，提出後にE3が預かっていたE1名義の預金口座
（以下「本件E1口座」という。）に還付金等（以下「本件還付金等」という。）が振
り込まれたが，直後にE3により本件E1口座から相当額の現金が出金され，同口座
は数年後にE1により解約された。
・ E3は本件暦年課税申告書を含めE1等らに係る贈与税の申告書の各控えなど，申告
関係書類等の全てを保管し管理していた。
（ロ）争点
　本件精算課税申告は無効なものであるか否か。
（ハ）裁決の概要（棄却）
・ 納税申告は，私人の公法行為というべきものであり，原則として納税義務者本人が
申告書を提出して行うこととされているから（国税通則法第17条等），納税義務者
以外の者が，本人の承諾なく勝手に納税義務者の申告書を作成し提出した場合には，
その納税申告は無効であると解される。もっとも，納税義務者以外の者が申告書を
作成し提出した場合であっても，その者が，納税義務者から明示又は黙示に当該申
告行為をする権限を与えられている場合は，その納税申告は有効であると解される。
・ （これまで調査した）各事情からすれば，請求人E1が主体的に本件暦年課税申告書
の作成に関与していたとは認められない。
・ E1は，E3が本件E1口座から現金を出金したことについて，遅くとも本件E1口座
の解約の時には認識した上で，なお当該出金を容認していたものと認めるのが相当
である。
・ 本件E1口座に係る預金通帳には，本件還付金等の振込入金の記録及びE3による出
金の記録が解約の記録と同じページに印字されており，本件還付金等の振込入金の
記録には併せて「Ｍゼイムショ」と印字されているのであるから，E1は，本件E1
口座に係る預金通帳を一見すれば，これらの入出金の内容を認識できたといえる。
・ E1は本件E1口座をE3に預けているが，当該預金通帳の返却を受けた際にその入
出金状況を確認することが自然であり，解約に際しても解約しても差し支えないか
など，その入出金状況を確認することが通常であることから，本件還付金等の入金
があったこと及びE3が現金を出金していたことを認識し，容認していたと認めら
れる。
・ これらの事情に照らしてE1は，税金の納付や還付の手続も含めて，自己に係る申
告手続等についてE3に全て一任しており，E3に対して，E3が行ったE1に係る申
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告手続等について異議を述べることなど予定されていなかったとみるのが相当であ
り，相続時精算課税を選択するか否かについても，他の申告手続等と同様，E3に
対して包括的に委任していたとみるのが相当であるから，本件精算課税申告につい
ても，明示又は黙示に当該申告行為をする権限をE3に与えていたといえる。
・ したがって，本件精算課税申告は有効なものであるというべきである。
（ニ）裁決の評価
　本裁決は，納税者であるE1が申告を行った事実がないことを前提にE1が包括的に
E3に委任していたと見ることができるとして，当該申告の効力を認めている。確かに，
本件建物の贈与はすべてE3の意図のもとに行われ，贈与税の負担については本来E3
が行うことになっており，この件についてE1はすべてE3の意のままに行われている
ことを認識しており，このことが包括的な代理権の推認の認定につながったと考えら
れる。そして，過去に受贈者の父親から提出された贈与税申告書の効力について争わ
れた事例において本人から父親に対して委任を行ったと推認して当該贈与税の申告を
有効とした類似の先例となる判決（東京高裁平成19年9月20日判決）があり22），この
事案はこれと同様の論理構成となっている。
　しかしながら，この先例の判決の事例は申告前に納税者に対して所轄税務署から申
告に向けての照会を行っており，納税者は申告義務があることを認識している可能性
が高く，また，仮に納税者がそのことについて不知であったとしても，納税者は未成
年であり父親は法定代理権（民法818条）を有していると考えられることから，代理
による申告であることが推認される。しかしながら，本裁決事例においては本件精算
課税申告の提出についてE3が包括的であるにせよ代理権限を有していたと証する積
極的な事実関係は示されておらず，むしろE3が署名・押印し作成した旨の事実が確
認されている一方，E3が申告を行った際に税務職員が代理権限の確認を行ったとの
事実関係が証されていない等上記先例の判決とは事実関係が異なる。そして，本裁決
事例において贈与税の負担については本来E3が行うことになっていること，その結
果本件精算課税申告の提出により贈与時点での贈与税の負担がなくなり，このことに
より利益を受けるのはE3であることに鑑みると，むしろ，E3が独自の判断でE1に
知らせることなく本件精算課税申告の提出を行ったものと推認され，したがって，本
件精算課税申告の提出はE1の意図しないところで行われたものであり，無効と認定
すべきであったと考える。ただし，E1は相続により本件精算課税申告を行ったE3の
地位を包括的に承継しており，本件精算課税申告の無効を税務署長に対して主張する
ことは立場上許されないであろうことから，結論としては本件精算課税申告は有効と
22）なお，第一審の東京地裁平成19年2月16日判決では，当該贈与税の申告は父親が無断で行っ
たものであり，本人の意思に基づくものではないとしてその効力を否定している。
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なると考える。
　なお，本裁決では爾後のE1による本件E1口座の管理状況を踏まえ，本件精算課税
申告の提出を有効とする追認が行われた旨評価している。これに関し，一般的に納税
申告について無権代理に伴う無効行為において民法と同様に追認が認められるかにつ
いては賛同する見解があるが23），仮に一般的に無効行為の追認が認められたとしても，
本件E1口座において「本件還付金等の振込入金の記録には併せて「Ｍゼイムショ」
と印字されている」等の状況のみで，E1が本件精算課税申告を容認したとして，無
効行為を追認したとみなすことについてはかなり無理があると思われる。
ロ　福岡地裁平成26年11月10日判決
（イ）事案の概要
　理容業を営んでいたＸは事故により障害を負い入院生活を余儀なくされ，意思能力
を欠く常況になった。これまで，所得税の確定申告はＸの長男で専従者の甲が作成し，
甲がＸの署名を代書して提出していたところ，税務調査を受けることとなったことか
ら，その対応は甲が行い，税務職員からの調査結果の報告を甲及びＸの妻乙（以下甲
及び乙を「甲ら」という。）らが受けるとともに，税務職員も甲らに対して所得税等
の修正申告等のしょうようを行った。甲らは税務職員のしょうように応じ修正申告等
（以下「本件修正申告等」という。）を行い，納付すべきこととなる所得税等を納付した。
　しかしながらＸは，本件修正申告等は，Ｘが意思能力を欠く常況にあったにもかか
わらず甲が税務職員から強要をされるなどした結果，無権限でした無効なものである
ことを理由として，納付した税額の還付を求める等の訴えを提起した。
　これに対して国側は，甲は包括的代理権を有しているか，仮にそうでなくても本件
修正申告等につき事務管理が成立する旨主張している。
（ロ）争点
Ａ　甲は，本件修正申告等をするにつき無権限であったか否か。
Ｂ 　（仮に甲が無権限であったとして）甲に対して本件修正申告等につき事務管理が
成立するか。
（ハ）判旨（概要）（請求棄却）
Ａ　甲は，本件修正申告等をするにつき無権限であったかについて
　Ｘの確定申告書は，いずれも甲が作成し，Ｘの署名も甲が代署しているが，Ｘの確
定申告書はＸの指示に従い，その指示どおりの内容で作成しており，税務調査におい
23）無権代理の追認を認めた判例等として，徳島地裁昭和56年1月26日判決，賛同する見解とし
て中里実「課税原因である私法上の法律行為の有効・無効と確定申告の効力」ジュリスト823号
116頁（1984）がある。
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ても税務職員は入院中のＸと面会し，税務調査についての説明やＸの認識の確認を試
みていること等に鑑みると，Ｘが甲に本件修正申告等の権限を含む包括的な代理権を
付与していたとまで認めることはできない。
Ｂ　本件修正申告等につき事務管理が成立するかについて
　甲は，経営実態をよく知る者の一人として本件税務調査に立会い，Ｘの長男という
最も身近な親族の立場において，納税義務がＸに発生し，税務職員による本件修正申
告等のしょうように応じて，Ｘのために，Ｘ名義で本件修正申告等をしたものと認め
られるし，さらに，修正申告をしないまま更正・決定を待つ場合にはより長期間につ
き延滞税が課される可能性があったこと（通則法60条1項2号，2項）にも鑑みれば，
更正及び決定がされた場合の異議申立て及び審査請求（通則法75条1項1号，3項）
のような法定の不服申立手続が用意されていないことを考慮しても，本件修正申告等
は，Ｘの利益に適合するものと評価するのが相当である。
　してみると，甲のした本件修正申告等については，Ｘのために事務管理が成立する
というべきであって，その効果はＸに帰属する。
（二）判決の評価
　本判決は，事実関係としては上記（1）イの福岡高裁宮崎支部平成12年6月13日判
決事例と極めて類似した事例であり，結論としては子供である甲についてＸの代理権
の付与があったことを否定したことについては同様であるが，本件修正申告等を行う
ことについてＸの利益に適合することから甲の行為は民法697条の事務管理が成立す
るとして本件修正申告等の効力を認めたことに大きな違いがみられる。
　事務管理は法律上の義務がないにもかかわらず他人のためにその事務を処理するこ
とをいい，その要件として①義務なく②他人のために③事務の管理を始めた者が④事
務の性質に従い，最も本人の利益に適合する方法で，また本人の意思に従って事務管
理をしたことである（民法697条）24）。しかしながら，事務管理は本人と事務管理者と
の関係を定めたものであり，事務管理者が本人のために第三者と本人の名で契約を結
んだ場合は，その効果は当然に本人に及ぶものではないとされており25），本人に効果
を帰属させるためには，表見代理が成立するか，本人の追認が必要とされている26）。
従って本事例では甲の行った本件修正申告等の提出についてＸが甲に対して代理権を
24）内田貴『民法Ⅱ債権各論（第3版）』東京大学出版会555頁（2011）。
25）最高裁昭和36年11月30日判決によれば，「事務管理は，事務管理者と本人との間の法律関係
を謂うのであって，管理者が第三者となした法律行為の効果が本人に及ぶ関係は事務管理関係の
問題ではない。従って，事務管理者が本人の名で第三者との間に法律行為をしても，その行為の
効果は，当然には本人に及ぶ筋合のものではなく，そのような効果の発生するためには，代理そ
の他別個の法律関係が伴うことを必要とするものである。」旨判示している。
26）前掲注23内田559頁。
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付与した事実はなく，またＸがその行為を追認した旨の事実が確認されておらず，そ
うであれば甲が第三者である国に対して本件修正申告等の提出したことについて事務
管理の成立を認めたとしてもその効果はＸには及ばないものと考えられる。本事例へ
の対応については福岡高裁宮崎支部平成12年6月13日判決事例の場合と同様，税務
職員は修正申告等のしょうようを行うのではなく，更正等に向けた対応を行うべきで
はなかったかと考える。
（3）小括
　以上，本人以外の者による納税申告の効力について見てきたが，これらの事案のほ
とんどが実際に納税申告を行った者が親族又はそれに類した関係者で，本人からの代
理権の明確な委任が認められない中で生じた事案であり，代理権限がどのような事実
関係に基づき認定されたか否かによって結論を異にしている。このことは納税申告に
ついては本人からの申告の意思が重要な要素とされ，また，納税申告に関して民法
109条以下の表見代理の規定を適用すべきか否か明らかでないことから，課税当局と
しては，本人の申告の意思以外に代理権の存在を推認するような事実関係を確認し，
また，代理権限が不明確な場合には事務管理といった論理構成により本人の納税申告
の意思を考慮しない形で納税申告の効果を認めることを求めている。
　本人以外の者による納税申告の効力の判断が困難な理由は，3での納税申告が錯誤
により無効とされる判断基準がある程度明確であったのに対して，本人以外の者，特
に親族から出された納税申告が本人の意思により出されたものであるかを示す事実認
定に関する判断要素が示されていないことにその原因があると考える。
　一般的に納税者名義で出された申告書は基本的に納税者の意思が反映されたものと
推定され，一方で全くの別人が納税者名義で申告を行った場合には納税者の意思によ
るものではないと判断されるが，問題は納税者の親族等が記載した納税申告について
である。親族による納税者名義の納税申告は納税者本人の意思により出された否かと
いった主観的事実関係については，相手方である課税当局には容易に判断できず，課
税当局としては不安定な状況に置かれる。申告納税制度を安定的に機能させる観点か
らすると基本的には本人名義の納税申告についてはその効力が認められるべきであろ
う27）。したがって，親族の提出した本人名義の納税申告は納税者の意思に基づいた申
告であると一応は推定することとし，仮に納税者の意思に基づかないと納税者が主張
するのであれば，納税者側においてその事実関係に基づき反証する機会を与え，反証
27）樋口哲夫「所得税修正申告と民法110条適用の有無」ジュリスト518号143頁（1972）では，「安
易に無権代理なるものを容認するときは，税務官庁は納税申告後いちいち更正処分などして申告
の無効を防ぐほかなくなり，申告納税制度を崩壊させることになりかねない。」旨記している。
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納税申告の効力に関する一考察
できなければ本人名義の納税申告の効力を認める。そして，その結果が納税者に不利
益をもたらすのであれば，納税者と納税申告を行った親族との間で協議してもらうと
の考えで解決する方法が望ましいのではないかと考える。
5　納税申告が無効となる場合の具体的な規程の創設
　これまで，納税申告の効力について，特にその無効とされる場合の判断基準につい
て考察してきた。3において納税申告が錯誤により無効とされる判断基準として，本
件判決が示している①錯誤が客観的に明白かつ重大であること，②特段の事情がある
ことの2つの要件に該当する場合に限るとの適用を行っており，この基準はかなり厳
格に解釈され，実務上ほとんど錯誤無効の主張が認められていない。
　一方，本人以外の者による納税申告の効力については，親族からの納税者名義の納
税申告についてその効力の有無が争われるケースが多く，代理権の有無に係る事実認
定について判断が分かれる状況となっている。ここでは，種々の裁判事例等を見てき
たが，訴訟に至らず，納税者名義の納税申告について本人の意思がないにもかかわら
ず，有効な申告として処理されている事案が他にも多々あるとも考えられる。
　納税申告の効力については，前述のように国税通則法により更正の請求等是正措置
が規定されており，基本的にはかかる規定により処理し，無効とされる場合を極力限
定すべきと考えるが，納税申告といった私人の公法行為に民法の規定を直接適用すべ
きか否かが明らかではなく，国税通則法においても納税申告が無効とされる場合の規
定が存在しない。こうした規定の不備により無効か否かの判断に迷うケースが生じて
いるのではと考えられる。
　租税法律主義の下において課税を公平かつ的確に行うには，すでに規定されている
法解釈では判断が困難な事項について，予測可能性を高める視点から極力立法化によ
り解決することが望まれる。これまで長年適用されてきた申告納税制度を円滑に運用
するために，納税申告に係る効力についてこれまで争いとされた事例を検証すること
により，国税通則法において更正の請求とは別に，納税申告を含め各種申告が無効と
して取り扱われる要件について規定すべきではないかと考える。
6　おわりに
　現在，課税当局において電子申告の普及拡大に努めており，その結果，所得税の
確定申告（令和2年分）の電子申告の割合は76.8％とかなりのウエイトを占める状況
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になっている28）。今後，他の申告においても納税申告における電子化はますます拡大
する。一方で，申告の内容として還付申告の割合が6割近くとその大半を占めてい
る29）。電子申告では，本人以外からの申告が行われないように種々のセキュリティの
対策が施されているが，今後高齢化が進展する状況において高齢者からの還付申告が
進展し，こうした者において電子申告に対応することが困難であることから親族等か
らの代理による納税申告が増加することが予想される。課税当局においては今後，親
族を通しての申告を行う場合の本人の納税申告に係る意思確認の手段を講じるなど，
本人の意思に基づく納税申告が的確に実施されることが望まれる。
『南山経済研究』掲載論文の中で示された内容や意見は，南山大学および南山大学経済学会
の公式見解を示すものではありません。また，論文に対するご意見・ご質問や，掲載ファ
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 （岸野　悦朗，E-mail: kishino@ic.nanzan-u.ac.jp）
28）国税庁「令和2年分の所得税等，消費税及び贈与税の確定申告状況等について（報道発表資料）」
（令和3年6月）18頁。
29）前掲注28国税庁14頁。
